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１【有価証券報告書の訂正報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成20年２月４日に提出しました第64期（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書の記載

事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　なお、訂正後の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けており、その監査報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

１　業績等の概要

(1）業績

２　生産、受注及び販売の状況

(1）建設事業における受注工事高及び施工高の状況

７　財政状態及び経営成績の分析

(2）財政状態

(3）経営成績

第５　経理の状況

２　財務諸表等

(1）財務諸表

①　貸借対照表

②　損益計算書

③　キャッシュ・フロー計算書

④　損失処理計算書

重要な会計方針

注記事項

（貸借対照表関係）

（税効果会計関係）

（１株当たり情報）

(2）主な資産及び負債の内容

(1）資産の部

(ハ）完成工事未収入金

(2）負債の部

(ハ）未成工事受入金

 

３【訂正箇所】

　訂正箇所は　　　を付して示しております。
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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

（提出会社の状況）

（訂正前）

回　次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成14年３月平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年３月

売上高 (百万円) 84,287 86,463 78,510 72,726 77,589

経常利益 (百万円) 463 201 581 827 694

当期純損益 (百万円) △2,906 △6,877 360 △9,303 110

（省略）

純資産額 (百万円) 8,776 1,789 2,378 5,212 4,637

総資産額 (百万円) 93,663 88,573 73,020 63,202 53,975

１株当たり純資産額 (円) 198.37 40.49 53.83 △153.76△166.88

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配
当額）

(円)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純損益 (円) △65.68 △155.50 8.17 △210.64 2.51

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 0.81

自己資本比率 (％) 9.4 2.0 3.3 8.2 8.6

自己資本利益率 (％) ― ― 17.32 ― 2.25

株価収益率 (倍) ― ― 16.65 ― 125.91

（省略）
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（訂正後）

回　次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成14年３月平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年３月

売上高 (百万円) 84,287 86,463 78,510 72,726 77,677

経常利益 (百万円) 463 201 581 827 782

当期純損益 (百万円) △2,906 △6,877 360 △9,303 199

（省略）

純資産額 (百万円) 8,776 1,789 2,378 5,212 4,725

総資産額 (百万円) 93,663 88,573 73,020 63,202 54,066

１株当たり純資産額 (円) 198.37 40.49 53.83 △153.76△164.88

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配
当額）

(円)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純損益 (円) △65.68 △155.50 8.17 △210.64 4.51

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 1.45

自己資本比率 (％) 9.4 2.0 3.3 8.2 8.7

自己資本利益率 (％) ― ― 17.32 ― 4.01

株価収益率 (倍) ― ― 16.65 ― 70.02

（省略）

 

第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1）業績

（訂正前）

（省略）

　売上高については、建設事業の完成工事高763億８千２百万円（前事業年度比5.9％増）と不動産事業等売上高12億６百

万円（前事業年度比91.6％増）をあわせた総売上高は775億８千９百万円（前事業年度比6.7％増）となった。完成工事の

建築・土木別内訳は、建築工事78.2％、土木工事21.8％である。

　この結果、建設事業における次年度への繰越高は666億円（前事業年度比0.1％減）となった。

　利益については、本計画の基本方針である総合一貫管理の継続と徹底の鋭意遂行、また有利子負債の削減による支払利息

の減少により、経常利益は６億９千４百万円（前事業年度比16.1％減）となった。また、退職金制度全体を見直し、新制度

へ移行したことにより厚生年金基金解散益１億８千９百万円、適格年金終了損５千８百万円を特別損益に計上し、地価下

落に伴う販売用不動産評価損１億２千１百万円、貸倒引当金繰入額９千８百万円等を特別損失に計上したが、当期純利益

は１億１千万円となった。
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（訂正後）

（省略）

　売上高については、建設事業の完成工事高764億７千１百万円（前事業年度比6.1％増）と不動産事業等売上高12億６百

万円（前事業年度比91.6％増）をあわせた総売上高は776億７千７百万円（前事業年度比6.8％増）となった。完成工事の

建築・土木別内訳は、建築工事78.2％、土木工事21.8％である。

　この結果、建設事業における次年度への繰越高は665億１千２百万円（前事業年度比0.2％減）となった。

　利益については、本計画の基本方針である総合一貫管理の継続と徹底の鋭意遂行、また有利子負債の削減による支払利息

の減少により、経常利益は７億８千２百万円（前事業年度比5.5％減）となった。また、退職金制度全体を見直し、新制度へ

移行したことにより厚生年金基金解散益１億８千９百万円、適格年金終了損５千８百万円を特別損益に計上し、地価下落

に伴う販売用不動産評価損１億２千１百万円、貸倒引当金繰入額９千８百万円等を特別損失に計上したが、当期純利益は

１億９千９百万円となった。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

（訂正前）

期　別 工事別
前期繰越
工事高
（百万円）

当期受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

当期完成
工事高
（百万円）

次期繰越工事高

当期
施工高
（百万円）

手持工事高
（百万円）

うち施工高

比率
（％）

金額
（百万円）

前事業年度
(自平成16年

４月１日
至平成17年

３月31日)

建築 47,68458,045105,73056,94648,78416.7 8,15356,050

土木 19,33713,69433,03115,14917,88133.4 5,98014,501

計 67,02271,739138,76272,09666,66621.214,13370,551

当事業年度
(自平成17年

４月１日
至平成18年

３月31日)

建築 48,78461,454110,23859,72150,51721.210,68562,253

土木 17,88114,86232,74416,66116,08328.5 4,59015,271

計 66,66676,317142,98376,38266,60022.915,27577,524

 

（訂正前）

期　別 工事別
前期繰越
工事高
（百万円）

当期受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

当期完成
工事高
（百万円）

次期繰越工事高

当期
施工高
（百万円）

手持工事高
（百万円）

うち施工高

比率
（％）

金額
（百万円）

前事業年度
(自平成16年

４月１日
至平成17年

３月31日)

建築 47,68458,045105,73056,94648,78416.7 8,15356,050

土木 19,33713,69433,03115,14917,88133.4 5,98014,501

計 67,02271,739138,76272,09666,66621.214,13370,551

当事業年度
(自平成17年

４月１日
至平成18年

３月31日)

建築 48,78461,454110,23859,80950,42821.210,68562,341

土木 17,88114,86232,74416,66116,08328.5 4,59015,271

計 66,66676,317142,98376,47166,51223.015,27577,613
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③　売上高

イ　完成工事高

（訂正前）

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

建築工事 14,230 42,715 56,946

土木工事 12,200 2,949 15,149

計 26,431 45,664 72,096

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

建築工事 6,665 53,055 59,721

土木工事 12,613 4,047 16,661

計 19,279 57,103 76,382

 

（訂正後）

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

建築工事 14,230 42,715 56,946

土木工事 12,200 2,949 15,149

計 26,431 45,664 72,096

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

建築工事 6,665 53,144 59,809

土木工事 12,613 4,047 16,661

計 19,279 57,191 76,471

 

④　手持工事高　（平成18年３月31日現在）

（訂正前）

区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

建築工事 5,758 44,758 50,517

土木工事 11,518 4,565 16,083

計 17,276 49,323 66,600

 

（訂正後）

区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

建築工事 5,758 44,670 50,428

土木工事 11,518 4,565 16,083

計 17,276 49,235 66,512
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７【財政状態及び経営成績の分析】

（訂正前）

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

(1）重要な会計方針及び見積り

（省略）

(2）財政状態

　当事業年度においては、中期経営改善計画の実施に従い、財務体質の健全化を図るため、固定資産の売却および借入金の

返済を推し進めた結果、当事業年度末の資産合計は539億７千５百万円（前事業年度比14.6％減）、負債合計は493億３千

８百万円（前事業年度比14.9％減）、資本合計は46億３千７百万円（前事業年度比11.0％減）、有利子負債残高（受取手

形割引高を含む）は、119億５千１百万円（前事業年度比32.5％減）となった。

(3）経営成績

　当社の当事業年度の経営成績は、受注高については、官公庁工事が減少したものの、民間工事の増加により763億１千７百

万円（前事業年度比6.4％増）となり、売上高は、775億８千９百万円（前事業年度比6.7％増）となった。

　損益面においては、売上高の増加、並びに販売費及び一般管理費が前事業年度より5.6％削減したことにより、営業利益は

10億９千４百万円（前事業年度比34.5％減）となった。また、有利子負債の削減に伴い支払利息が減少したが、経常利益は

６億９千４百万円（前事業年度比16.1％減）となった。また、退職金制度全体を見直し、新制度へ移行したことにより厚生

年金基金解散益１億８千９百万円、適格年金終了損５千８百万円を特別損益に計上し、地価下落に伴う販売用不動産評価

損１億２千１百万円、貸倒引当金繰入額９千８百万円等を特別損失に計上したが、当期純利益は１億１千万円となった。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

（省略）

(5）経営者の問題認識と経営方針及び戦略的現状と見通し

（省略）

 

（訂正後）

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

(1）重要な会計方針及び見積り

（省略）

(2）財政状態

　当事業年度においては、中期経営改善計画の実施に従い、財務体質の健全化を図るため、固定資産の売却および借入金の

返済を推し進めた結果、当事業年度末の資産合計は540億６千６百万円（前事業年度比14.5％減）、負債合計は493億４千

万円（前事業年度比14.9％減）、資本合計は47億２千５百万円（前事業年度比9.3％減）、有利子負債残高（受取手形割引

高を含む）は、119億５千１百万円（前事業年度比32.5％減）となった。

(3）経営成績

　当社の当事業年度の経営成績は、受注高については、官公庁工事が減少したものの、民間工事の増加により763億１千７百

万円（前事業年度比6.4％増）となり、売上高は、776億７千７百万円（前事業年度比6.8％増）となった。

　損益面においては、売上高の増加、並びに販売費及び一般管理費が前事業年度より5.6％削減したことにより、営業利益は

11億８千２百万円（前事業年度比29.3％減）となった。また、有利子負債の削減に伴い支払利息が減少したが、経常利益は

７億８千２百万円（前事業年度比5.5％減）となった。また、退職金制度全体を見直し、新制度へ移行したことにより厚生

年金基金解散益１億８千９百万円、適格年金終了損５千８百万円を特別損益に計上し、地価下落に伴う販売用不動産評価

損１億２千１百万円、貸倒引当金繰入額９千８百万円等を特別損失に計上したが、当期純利益は１億９千９百万円となっ

た。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

（省略）

(5）経営者の問題認識と経営方針及び戦略的現状と見通し

（省略）
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第５【経理の状況】
 

（訂正前）

（省略）

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業

年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けている。

　なお、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出しているが、訂正後の財務諸

表について、新日本監査法人より監査を受け、改めて、監査報告書を受領している。

（省略）

 

（訂正後）

（省略）

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業

年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けている。

　なお、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書の訂正報告書を提出しているが、訂

正後の財務諸表について、新日本監査法人より監査を受け、改めて、監査報告書を受領している。

（省略）
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

（訂正前）

  
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

（省略）

３　完成工事未収入金   18,643,900  19,524,212 

（省略）

流動資産合計   42,542,86967.3  33,934,04062.9

（省略）

資産合計   63,202,093100.0  53,975,597100.0

        

 

  
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

（省略）

７　未成工事受入金   11,479,225  6,666,857 

（省略）

流動負債合計   51,856,20182.1  36,563,31367.7

（省略）

負債合計   57,989,92891.8  49,338,36191.4

        

（資本の部）        

（省略）

Ⅲ　利益剰余金        

１　当期未処理損失  11,550,817   885,505   

利益剰余金合計   △11,550,817△18.4  △885,505△1.6

（省略）

資本合計   5,212,1658.2  4,637,2368.6

負債・資本合計   63,202,093100.0  53,975,597100.0
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（訂正後）

  
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

（省略）

３　完成工事未収入金   18,643,900  19,614,662 

（省略）

流動資産合計   42,542,86967.3  34,024,49062.9

（省略）

資産合計   63,202,093100.0  54,066,047100.0

        

 

  
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

（省略）

７　未成工事受入金   11,479,225  6,668,901 

（省略）

流動負債合計   51,856,20182.1  36,565,35767.6

（省略）

負債合計   57,989,92891.8  49,340,40591.3

        

（資本の部）        

（省略）

Ⅲ　利益剰余金        

１　当期未処理損失  11,550,817   797,098   

利益剰余金合計   △11,550,817△18.4  △797,098△1.5

（省略）

資本合計   5,212,1658.2  4,725,6428.7

負債・資本合計   63,202,093100.0  54,066,047100.0

        

 

EDINET提出書類

真柄建設株式会社(E00096)

訂正有価証券報告書

10/21



②【損益計算書】

（訂正前）

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　完成工事高  72,096,117   76,382,840   

２　不動産事業等売上高  629,94972,726,067100.01,206,71277,589,552100.0

Ⅱ　売上原価        

１　完成工事原価  66,972,868   72,107,363   

２　不動産事業等売上原価  581,54067,554,40892.91,083,33473,190,69794.3

売上総利益        

１　完成工事総利益  5,123,249   4,275,476   

２　不動産事業等総利益  48,4095,171,6587.1 123,3784,398,8555.7

（省略）

営業利益   1,671,4762.3  1,094,0141.4

（省略）

経常利益   827,7801.1  694,2140.9

（省略）

税引前当期純利益   ―   453,5030.6

税引前当期純損失   9,018,994△12.4  ―  

法人税、住民税及び事業
税

 77,830   64,554   

法人税等調整額  206,276284,1060.4 278,187342,7410.5

当期純利益   ―   110,7610.1

当期純損失   9,303,101△12.8  ―  

前期繰越損失   609,634  1,212,737 

土地再評価差額金取崩
額

  △1,638,081  216,471 

当期未処理損失   11,550,817  885,505 
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（訂正後）

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　完成工事高  72,096,117   76,471,246   

２　不動産事業等売上高  629,94972,726,067100.01,206,71277,677,959100.0

Ⅱ　売上原価        

１　完成工事原価  66,972,868   72,107,363   

２　不動産事業等売上原価  581,54067,554,40892.91,083,33473,190,69794.2

売上総利益        

１　完成工事総利益  5,123,249   4,363,883   

２　不動産事業等総利益  48,4095,171,6587.1 123,3784,487,2615.8

（省略）

営業利益   1,671,4762.3  1,182,4201.5

（省略）

経常利益   827,7801.1  782,6211.0

（省略）

税引前当期純利益   ―   541,9090.7

税引前当期純損失   9,018,994△12.4  ―  

法人税、住民税及び事業
税

 77,830   64,554   

法人税等調整額  206,276284,1060.4 278,187342,7410.4

当期純利益   ―   199,1670.3

当期純損失   9,303,101△12.8  ―  

前期繰越損失   609,634  1,212,737 

土地再評価差額金取崩
額

  △1,638,081  216,471 

当期未処理損失   11,550,817  797,098 
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③【キャッシュ・フロー計算書】

（訂正前）

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

１　税引前当期純利益  △9,018,994 453,503

（省略）

21　売上債権の増減額（増
加：△）

 893,118 151,840

（省略）

25　未成工事受入金の増減額
（減少：△）

 152,320 △4,812,368

（省略）

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 4,295,509 263,590

 

（訂正後）

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

１　税引前当期純利益  △9,018,994 541,909

（省略）

21　売上債権の増減額（増
加：△）

 893,118 61,390

（省略）

25　未成工事受入金の増減額
（減少：△）

 152,320 △4,810,324

（省略）

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 4,295,509 263,590
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④【損失処理計算書】

（訂正前）

損失処理計算書    損失処理計算書    

  前事業年度   当事業年度

区分
注記
番号

金額（千円） 区分
注記
番号

金額（千円）

（当期未処理損失の処理）        

Ⅰ　当期未処理損失   11,550,817Ⅰ　当期未処理損失   885,505

Ⅱ　損失処理額    Ⅱ　次期繰越損失   885,505

１　その他資本剰余金から
の振替額

 4,338,079      

２　資本準備金取崩額  6,000,00010,338,079    

Ⅲ　次期繰越損失   1,212,737    

        

（その他資本剰余金の処分）        

Ⅰ　その他資本剰余金   4,338,079    

Ⅱ　その他資本剰余金処分額        

１　利益剰余金への振替額  4,338,0794,338,079    

Ⅲ　その他資本剰余金次期繰
越額

  ―     

        

 

（訂正後）

損失処理計算書    損失処理計算書    

  前事業年度   当事業年度

区分
注記
番号

金額（千円） 区分
注記
番号

金額（千円）

（当期未処理損失の処理）        

Ⅰ　当期未処理損失   11,550,817Ⅰ　当期未処理損失   797,098

Ⅱ　損失処理額    Ⅱ　次期繰越損失   797,098

１　その他資本剰余金から
の振替額

 4,338,079      

２　資本準備金取崩額  6,000,00010,338,079    

Ⅲ　次期繰越損失   1,212,737    

        

（その他資本剰余金の処分）        

Ⅰ　その他資本剰余金   4,338,079    

Ⅱ　その他資本剰余金処分額        

１　利益剰余金への振替額  4,338,0794,338,079    

Ⅲ　その他資本剰余金次期繰
越額

  ―     
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重要な会計方針

（訂正前）

 
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

６．完成工事高の計上基

準

　長期大型工事（工期１年以上、請負金額５

億円以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用

している。なお、工事進行基準による完成工

事高は25,184,297千円、完成工事総利益は

1,780,115千円である。

　請負金額１億円以上の長期工事（工期１

年以上）については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用し

ている。なお、工事進行基準による完成工事

高は20,701,212千円、完成工事総利益は

432,538千円である。

（省略）

 

（訂正後）

 
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

６．完成工事高の計上基

準

　長期大型工事（工期１年以上、請負金額５

億円以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用

している。なお、工事進行基準による完成工

事高は25,184,297千円、完成工事総利益は

1,780,115千円である。

　請負金額１億円以上の長期工事（工期１

年以上）については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用し

ている。なお、工事進行基準による完成工事

高は20,789,619千円、完成工事総利益は

520,944千円である。

（省略）

 

注記事項

（貸借対照表関係）

（訂正前）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

９　資本の欠損の額は7,224,030千円である。 ９　資本の欠損の額は902,977千円である。

 

（訂正後）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

９　資本の欠損の額は7,224,030千円である。 ９　資本の欠損の額は814,571千円である。
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（税効果会計関係）

（訂正前）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 3,042,520千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,170,118 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

762,274 

減損損失 1,099,112 

税務上の繰越欠損金 1,415,001 

その他 589,365 

繰延税金資産小計 9,078,393 

評価性引当額 △8,874,185 

繰延税金資産合計 204,208 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △377,044 

繰延税金資産（負債）の純額 △172,836 

　

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 2,077,342千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,925,274 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

831,272 

減損損失 369,471 

工事損失引当金 99,339 

税務上の繰越欠損金 3,235,756 

その他 586,277 

繰延税金資産小計 9,124,733 

評価性引当額 △9,124,733 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

前払年金費用 △73,979 

その他有価証券評価差額金 △733,932 

繰延税金負債合計 △807,911 

繰延税金資産（負債）の純額 △807,911 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失のため記載していない。  

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 29.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5 

住民税均等割等 11.4 

評価性引当金 55.2 

土地再評価差額金の取崩 △58.4 

その他 △1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 75.6 
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（訂正後）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 3,042,520千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,170,118 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

762,274 

減損損失 1,099,112 

税務上の繰越欠損金 1,415,001 

その他 589,365 

繰延税金資産小計 9,078,393 

評価性引当額 △8,874,185 

繰延税金資産合計 204,208 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △377,044 

繰延税金資産（負債）の純額 △172,836 

　

 

繰延税金資産   

販売用不動産損金否認額 2,077,342千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,925,274 

退職給付引当金損金算入限度超過
額

831,272 

減損損失 369,471 

工事損失引当金 99,339 

税務上の繰越欠損金 3,200,040 

その他 586,277 

繰延税金資産小計 9,089,017 

評価性引当額 △9,089,017 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債   

前払年金費用 △73,979 

その他有価証券評価差額金 △733,932 

繰延税金負債合計 △807,911 

繰延税金資産（負債）の純額 △807,911 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失のため記載していない。  

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 25.0 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.2 

住民税均等割等 9.5 

評価性引当金 39.6 

土地再評価差額金の取崩 △48.9 

その他 △1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.2 
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（１株当たり情報）

（訂正前）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 

１株当たり純資産額 △153.76円

１株当たり当期純損失 210.64円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額については、１株
当たり当期純損失が
計上されているた
め、記載していない。

　

 

１株当たり純資産額 △166.88円

１株当たり当期純利益 2.51円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

0.81円

　

　（注）　１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり当期純損益    

当期純損益 （千円） △9,303,101 110,761

普通株主に帰属しない金額 （千円） ――― ―――

普通株式に係る当期純損益 （千円） △9,303,101 110,761

（省略）

 

（訂正後）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 

１株当たり純資産額 △153.76円

１株当たり当期純損失 210.64円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額については、１株
当たり当期純損失が
計上されているた
め、記載していない。

　

 

１株当たり純資産額 △164.88円

１株当たり当期純利益 4.51円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

1.45円

　

　（注）　１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり当期純損益    

当期純損益 （千円） △9,303,101 199,167

普通株主に帰属しない金額 （千円） ――― ―――

普通株式に係る当期純損益 （千円） △9,303,101 199,167

（省略）
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（２）【主な資産及び負債の内容】

(1）資産の部

(ハ）完成工事未収入金

（訂正前）

(a）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

（省略）

その他 17,182,025

計 19,524,212

 

(b）滞留状況

発生時
完成工事未収入金

完成工事 不動産事業等 計

平成18年３月期計上額
（千円）

18,786,286 9,759 18,796,046

平成17年３月期以前計上額
（千円）

725,036 3,130 728,166

計 19,511,322 12,889 19,524,212

 

（訂正後）

(a）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

（省略）

その他 17,272,475

計 19,614,662

 

(b）滞留状況

発生時
完成工事未収入金

完成工事 不動産事業等 計

平成18年３月期計上額
（千円）

18,876,736 9,759 18,886,496

平成17年３月期以前計上額
（千円）

725,036 3,130 728,166

計 19,601,772 12,889 19,614,662
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(2）負債の部

(ハ）未成工事受入金

（訂正前）

期首残高（千円） 当期受入額（千円）
完成工事高への振替額

（千円）
期末残高（千円）

11,479,225 54,045,395 58,857,763 6,666,857

 

（訂正後）

期首残高（千円） 当期受入額（千円）
完成工事高への振替額

（千円）
期末残高（千円）

11,479,225 54,045,395 58,855,719 6,668,901
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 平成20年５月26日

真 柄 建 設 株 式 会 社  

 取 締 役 会　　御 中 

 

 新 日 本 監 査 法 人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　村　　啓　　三

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　久　　　　　彰

 

 

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている真柄

建設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第64期事業年度の訂正報告書の訂正報告書の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、真柄建設

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

(1）有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、大阪支店において、過年度にわたり、工事の

原価を他の工事の原価に付け替えするなどの不適切な原価処理が行われていたことが判明し、会社は財務諸表

を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について再度監査を行った。この訂正の結果、損益計算書に与

える影響は、売上高が451,815千円減少し、売上原価が349,149千円増加したことにより、営業利益、経常利益及び

当期純利益がそれぞれ800,965千円減少している。また、貸借対照表に与える主な影響は、流動資産が110,342千

円減少し、流動負債が777,967千円増加し、資本合計が888,310千円減少している。

(2）重要な会計方針に記載されているとおり、会社は工事進行基準を適用する長期大型工事の範囲を変更した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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